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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ）は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第24期中 第25期中 第26期中 第24期 第25期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高 千円 3,066,801 3,226,455 3,075,830 6,930,746 7,269,714 

経常利益 〃 328,897 425,473 388,830 855,871 850,341 

中間（当期）純利益 〃 172,498 256,748 222,386 471,940 516,240 

純資産額 〃 7,582,559 8,008,757 8,335,436 7,881,680 8,267,137 

総資産額 〃 8,755,899 9,245,869 9,493,761 9,317,504 9,569,270 

１株当たり純資産額 円 1,579.70 1,668.49 1,736.77 1,639.41 1,719.94 

１株当たり中間（当期）純利

益金額 
〃 35.94 53.49 46.33 95.72 104.95 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額 
〃 － － － － － 

自己資本比率 ％ 86.6 86.6 87.8 84.6 86.4 

営業活動によるキャッシュ・

フロー 
千円 4,867 52,368 417,829 639,948 598,261 

投資活動によるキャッシュ・

フロー 
〃 △1,042,724 838,500 △316,399 △1,506,691 △182,316 

財務活動によるキャッシュ・

フロー 
〃 △118,567 △120,202 △144,265 △119,617 △121,279 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高 
〃 591,357 1,529,502 1,006,362 761,420 1,044,143 

従業員数 

［外、平均パートタイマー

数］ 

人 
229 

[83] 

225 

[80] 

228 

[80] 

224 

[81] 

225 

[80] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第24期の１株当たり年間配当額25円には、特別配当10円が含まれております。 

３．第25期の１株当たり年間配当額30円には、特別配当10円が含まれております。 

４．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２【事業の内容】 

  当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

回次 第24期中 第25期中 第26期中 第24期 第25期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高 千円 2,836,472 3,033,508 2,867,050 6,481,254 6,851,126 

経常利益 〃 338,931 407,714 367,169 822,138 821,701 

中間（当期）純利益 〃 180,405 242,601 212,135 458,576 490,000 

資本金 〃 1,478,000 1,478,000 1,478,000 1,478,000 1,478,000 

発行済株式総数 千株 4,800 4,800 4,800 4,800 4,800 

純資産額 千円 7,635,325 8,026,105 8,330,441 7,913,175 8,272,393 

総資産額 〃 8,754,593 9,203,229 9,400,455 9,288,376 9,508,057 

１株当たり純資産額 円 1,590.69 1,672.11 1,735.73 1,645.97 1,721.03 

１株当たり中間（当期）純利

益金額 
〃 37.58 50.54 44.20 92.93 99.48 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額 
〃 － － － － － 

１株当たり中間（年間）配当

額 
〃 － － － 25.00 30.00 

自己資本比率 ％ 87.2 87.2 88.6 85.2 87.0 

従業員数 

［外、平均パートタイマー

数］ 

人 
209 

[80] 

207 

[78] 

209 

[78] 

206 

[79] 

206 

[78] 



４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人数であり、パートタイマー数は、当中間連結会計期間の平均人員を［ ］外数で記載して

おります。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、パートタイマー数は、当中間会計期間の平均人員を［ ］外数で記載しておりま

す。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

化学品事業 155   

火工品事業 29   

機器類事業 26   

全社（共通） 18   

合計 228 [80] 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 209 [78] 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善や設備投資の好調、個人消費の緩やかな回復などで

回復基調をたどりましたが、原油価格の高騰が与える国内外の経済への影響が懸念されております。 

 このような状況の下、当社グループは、生産性向上やコストダウンに注力するとともに、新販路の開拓や新製品

開発に取り組んでまいりましたが、当中間連結会計期間は減収減益の結果に終わりました。事業の種類別セグメン

トの概況は次の通りです。 

中間連結会計期間の売上高は、3,075百万円(前年同期比4.7％減)、営業利益は377百万円(同10.9％減)、経常利

益は388百万円(同8.6％減)、中間純利益は222百万円(同13.4％減)となりました。 

事業の種類別セグメントの概況は次のとおりであります。 

①化学品事業 

 温度管理用示温材は、競争による販売価格の低落はありましたが、食品業界向けの新用途開発による拡販努力

もあり、増収となりました。 

 医療滅菌用資材の滅菌バッグは、新製品として投入したインジケータ部をフィルム面に印刷した滅菌バッグが

好評で、競争による価格低下を補い、増収となり、滅菌カードも若干増収となりました。 

 公共投資関連の建設資材では、トンネル掘削補助資材が競争による価格低下と工事量の減少により大きく減収

となりましたが、耐震補強用途の無機系固着材は、需要増により増収となりました。 

 電設工具類も、建設関係業界の業績回復もあり、増収となりました。 

 化工材のうち、ガス発生剤ではＡＴＭ盗難防止用インク噴射器が順調に推移し増収となりましたが、燻煙剤用

点火具及び焼尽材は減収となりました。 

 この結果、化学品事業の売上高は、2,441百万円(前年同期比0.3％増)、営業利益は329百万円(同4.0％減)であ

ります。 

②火工品事業 

 ロケット用火工品は、平成15年のＨ－２Ａロケット６号機の打ち上げ失敗の影響により中断していた製品の売

上等もあり、増収となりました。 

 この結果、火工品事業の売上高は268百万円(同10.6％増)、営業利益は15百万円(同130.0％増)であります。 

③機器類事業 

 電設器材は、平成15年度に前倒しで交換工事が行われた反動で前年度は大きく落ち込んでいた主力製品である

地絡点表示器(Ｇファインダー)の売上が回復し、増収となりました。 

 海洋機器では、大陸棚精査に用いる海底地震計切離装置は前年度に引き続き納入いたしましたが、前年同期に

比べると落ち込んでおり、また９月に予定していた海底掘削装置(ＢＭＳ)の売上が下期へ納期繰延べとなったた

め、大幅な減収となりました。 

 その他の機器類も減収となりました。 

 この結果、機器類事業の売上高は、366百万円(同33.5％減)、営業利益は33百万円(同55.5％減)であります。 

上記金額には、消費税等は含まれておりません。 



(2）キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における現金及び現金等価物(以下「資金」という。)は、営業活動による資金増加があった

ものの、貸付金支出の増加等により、前連結会計年度末に比べ37百万円減少し、1,006百万円となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間において営業活動によって得られた資金は417百万円(前年同期に比べ365百万円増加)となり

ました。 

これは、税金等調整前当期純利益は前年同期に比べ22百万円減少しましたが、売上債権回収による資金獲得が前

年同期に比べ148百万円増加したこと、たな卸資産増加のよる資金使用が106百万円減少したこと、法人税等の支払

額が127百万円減少したことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間において投資活動によって支出した資金は316百万円(前年同期は838百万円の資金獲得)とな

りました。 

これは余剰資金を、親会社である日本油脂株式会社が運営するキャッシュ・プーリング・システムに短期貸付を

したためであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間において財務活動の結果支出した資金は144百万円(前年同期に比べ24百万円増加)となりま

した。 

これは全額配当金支払額であり、前年同期に比べ支出が増加したのは、配当金を25円から30円に増配したためで

あります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

 当社グループは、化学品、火工品、機器類の製造及び販売を行っております。 

 主要製品の内容は、次のとおりであります。 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

(2）製品仕入実績 

 当中間連結会計期間の製品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 金額は仕入価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

区分 主要品目 用途 

化学品 

温度管理用示温材 
電力会社や工場の受変電設備・機械設備の発熱箇所の点検用として温度を色変化によっ

て検知する示温材等。 

医療滅菌用資材 病院で使用される医療器具などの滅菌処理時に使用する滅菌用品等。 

建設資材 

トンネル掘削時の補助工法として使用される岩盤固結剤、岩石やコンクリート構造物の

破砕に使用される静的破砕剤、ロックボルト用固着剤、テイカウエルド工法による溶接

剤等。 

化工材 
自己燃焼性に優れた焼尽材や、ガス発生剤を燃焼させ、そのガス圧を浮力または推力と

して利用する固体式ガス発生器等。 

火工品 ロケット用火工品 
宇宙、防衛用ロケットモータの点火用としてのイグナイターや、ロケット分離用、人工

衛星アンテナ展開用駆動具等。 

機器類 

電設器材 
送電線や鉄塔への落雷故障や鳥獣などが接触して起きる地絡故障を瞬時に表示する器材

等。 

海洋機器 海洋観測、資源探査、海底地質調査、環境調査などに使用される観測・計測機器等。 

その他 電気電子通信機器及びその周辺機器等。 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

化学品事業（千円） 1,632,128 9.3 

火工品事業（千円） 537,119 27.8 

機器類事業（千円） 293,810 △9.1 

合計（千円） 2,463,057 10.1 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

化学品事業（千円） 803,759 △6.1 

機器類事業（千円） 66,716 △69.6 

合計（千円） 870,475 △19.1 



(3）受注状況 

 当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

(4）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対

する割合は次のとおりであります。 

２．日本油脂株式会社は、当社の親会社であり、化工材、ロケット用火工品等を販売しております。 

３．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

４．アールシーアイ・セキジュ株式会社は、平成17年９月１日に株式会社アール・シー・アイが社名変更したも

のです。 

５．アールシーアイ・セキジュ株式会社は、当中間連結会計期間において販売実績の総販売実績に対する割合が

100分の10未満となりましたので、記載を省略しております。 

６．旭化成ケミカルズ株式会社は、前中間連結会計期間において販売実績の総販売実績に対する割合が100分の

10未満となりましたので、記載を省略しております。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

化学品事業 526,898 163.9 1,061,519 △11.4 

火工品事業 111,181 △36.5 480,000 △9.9 

機器類事業 297,633 △64.4 474,568 △22.8 

合計 935,713 △22.8 2,016,087 △14.1 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

化学品事業（千円） 2,441,633 0.3 

火工品事業（千円） 268,181 10.6 

機器類事業（千円） 366,015 △33.5 

合計（千円） 3,075,830 △4.7 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

日本油脂株式会社 526,687 16.3 409,353 14.3 

アールシーアイ・セキジュ株式

会社 
329,202 10.2 － － 

旭化成ケミカルズ株式会社 － － 290,709 10.1 



５【研究開発活動】 

当社グループは「海洋から宇宙まで」幅広いニーズに応えるべく新製品開発を推進しております。 

当中間連結会計期間の主な研究開発活動は以下のとおりであります。 

①化学品事業 

 温度管理用示温材では、家電メーカーに対してＲｏＨＳ指令(電気電子機器に含まれる特定有害物質の使用制限

に関する欧州議会および理事会指令)に適応した「サーモラベル」の出荷実績が出始めており、更に、新規顔料の

開発も国立大学の協力を得て進めております。 

 医療滅菌用資材では、医療分野で行われる微量の放射線照射時の被爆量を検知できる「ＩＶＲ用インジケータ」

を貼付したベスト(衣類)、キャップ(帽子）並びにインジケータ部をフィルム内に内包した新型滅菌バック「ＴＳ

－２０００シリーズ」の開発を終了し、４月より順調に売上に貢献しております。また、新規市場獲得に向けたハ

ンドラベラーで貼付可能な滅菌確認用インジケータラベルのモニター試験も８月に終了し、発売開始に向け順調に

進んでいます。 

 建設資材では、あと施工アンカー用無機系固着材「Ｑタイト」がＪＲ東日本、ＪＲ西日本で耐震補強工事に採用

された他、同じく無機系固着材「ＳＲタイト」の一般工事での採用に伴って、設備の拡充を行い、生産体制を増強

いたしました。岩盤固結剤「注入レジン」では、世界的な原油価格の高騰に伴い原料コストが大幅にアップしてお

り、他社競合も相変わらず激しいものの、価格転嫁を少しでも緩和し、競争力を確保するため、コストダウンを推

進しております。また、砂地のように注入材の浸透しにくい現場向けに、高浸透レジンの開発を行っております。

 化工材では、ＡＴＭ盗難防止用インク噴射器の開発が完了し、生産段階に移行しました。 

②火工品事業 

 Ｈ－ⅡＡ７号機およびＭ－Ⅴ５号機ロケットの打ち上げに成功し、今後の宇宙開発事業分野での需要が期待され

ます。また、オーストラリアで行われた小型超音速実験機の試験では、当社火工品が使われ、成功しました。 

 将来の火工品としての安全装置(Ｓａｆｅ＆Ａｒｍ)付点火装置および超小型、軽量衛星用のマイクロスラスター

(衛星の姿勢制御や推進させるための装置)等の新技術開発を宇宙航空研究開発機構(ＪＡＸＡ)をはじめ、関係機

関、関係企業と協力して進めております。 

③機器類事業 

 電設器材では、電線損傷表示器、地絡方向検出器、変電所１基目用地絡点表示器など新たなニーズをもとに改良

開発した機器のフィールド試験を行い、雷シーズンにおける動作実績が出来ました。また、引き続き長期的な耐環

境性の評価を行っています。故障方向伝送装置、故障区間伝送装置など伝送機能付機器のフィールドでの実績も評

価されつつあり、航空障害灯断芯検出器、保守監視システムなどへの応用にも積極的に取り組み提案中です。 

 海洋機器では、大陸棚精査に使用する海底掘削装置「ＢＭＳ」が完成し、試験航海では深海底での掘削に成功

し、大深度での掘削に向けた改良を行い、平成17年12月には納入する予定です。また、客先からの多くの要望を取

り入れた耐環境性に優れた小型で安価な海洋観測ブイの開発を完了しました。このブイに多点温度計側センサーを

搭載し、無電源伝送装置「アクア・イー・モニター」で計測結果を伝送できる組み合わせ商品を今秋より販売する

予定です。 

なお、当中間連結会計期間における研究開発費総額は242百万円(売上高比7.9％)であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 17,600,000 

計 17,600,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月20日） 

上場証券取引所名又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 4,800,000 4,800,000 ジャスダック証券取引所 － 

計 4,800,000 4,800,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年４月１日～  

平成17年９月30日 
－ 4,800,000 － 1,478,000 － 1,131,520 



(4）【大株主の状況】 

 （注） 日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数66千株は、信託業務に係るものであります。 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 上記「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株（議決権の数 2個）含

まれております。 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本油脂株式会社 東京都渋谷区恵比寿4-20-3 3,200 66.67 

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内2-1-1 112 2.33 

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地7-18-24 100 2.08 

株式会社三池管財 東京都新宿区若葉1-8-7 71 1.48 

白石 賢美 埼玉県北葛飾郡鷲宮町鷲宮4-7-29 69 1.44 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社 
東京都港区浜松町2-11-3 66 1.38 

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿1-26-1 60 1.25 

竹田 和平 愛知県名古屋市天白区表山2-209 45 0.94 

株式会社武蔵野銀行 埼玉県さいたま市大宮区桜木町1-10-8 40 0.83 

日油技研工業従業員持株会 埼玉県川越市的場新町21-2 34 0.72 

計 － 3,797 79.12 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,798,000 4,798 － 

単元未満株式 普通株式    2,000 － － 

発行済株式総数 4,800,000 － － 

総株主の議決権 － 4,798 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）  

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 1,330 1,330 1,229 1,160 1,249 1,246 

最低（円） 1,199 1,193 1,100 1,121 1,150 1,204 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日

まで）及び当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30

日まで）の中間財務諸表について、中央青山監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   1,529,502   1,006,362   1,044,143  

２．受取手形及び売掛
金   2,571,773   2,319,014   2,873,701  

３．たな卸資産   1,723,743   1,644,601   1,536,545  

４．短期貸付金   1,354,800   2,610,200   2,350,000  

５．その他   437,673   417,849   219,309  

貸倒引当金   △37,779   △30,349   △46,638  

流動資産合計   7,579,713 82.0  7,967,679 83.9  7,977,063 83.4 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１          

(1）建物及び構築物  685,725   654,604   666,426   

(2）機械装置及び運
搬具  296,773   263,653   288,745   

(3）土地  63,280   63,280   63,280   

(4）建設仮勘定  34,971   4,625   3,454   

(5）その他  200,426 1,281,176  194,390 1,180,555  194,215 1,216,121  

２．無形固定資産   31,251   24,388   26,711  

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券  140,276   143,482   139,402   

(2）その他  248,230   190,461   227,489   

貸倒引当金  △34,779 353,727  △12,803 321,139  △17,516 349,374  

固定資産合計   1,666,156 18.0  1,526,082 16.1  1,592,207 16.6 

資産合計   9,245,869 100.0  9,493,761 100.0  9,569,270 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金   344,941   327,486   412,146  

２．未払法人税等   181,625   164,613   152,174  

３．賞与引当金   257,661   257,698   255,292  

４．その他   219,083   178,039   223,041  

流動負債合計   1,003,312 10.9  927,837 9.8  1,042,655 10.9 

Ⅱ 固定負債           

１．退職給付引当金   129,729   131,361   144,250  

２．役員退職慰労引当
金   87,778   77,355   96,223  

３．その他   16,292   21,771   19,002  

固定負債合計   233,800 2.5  230,487 2.4  259,477 2.7 

負債合計   1,237,112 13.4  1,158,325 12.2  1,302,132 13.6 

           

（少数株主持分）           

少数株主持分   － －  － －  － － 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   1,478,000 16.0  1,478,000 15.6  1,478,000 15.5 

Ⅱ 資本剰余金   1,131,520 12.2  1,131,520 11.9  1,131,520 11.8 

Ⅲ 利益剰余金   5,396,687 58.4  5,722,084 60.3  5,656,179 59.1 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   2,549 0.0  4,665 0.0  2,271 0.0 

Ⅴ 自己株式   － －  △833 △0.0  △833 △0.0 

資本合計   8,008,757 86.6  8,335,436 87.8  8,267,137 86.4 

負債、少数株主持分
及び資本合計   9,245,869 100.0  9,493,761 100.0  9,569,270 100.0 

           



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   3,226,455 100.0  3,075,830 100.0  7,269,714 100.0 

Ⅱ 売上原価   2,145,931 66.5  2,022,651 65.8  5,111,266 70.3 

売上総利益   1,080,523 33.5  1,053,178 34.2  2,158,448 29.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１  656,403 20.4  675,248 21.9  1,308,972 18.0 

営業利益   424,120 13.1  377,929 12.3  849,475 11.7 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  7,539   3,452   15,231   

２．有価証券利息  891   1,764   2,169   

３．受取配当金  1,872   1,817   2,015   

４．業務委託手数料  2,024   2,036   4,057   

５．為替差益  －   5,200   －   

６．雑収入  4,474 16,801 0.6 4,036 18,306 0.6 7,998 31,471 0.4 

Ⅴ 営業外費用           

１．たな卸資産除却損  9,101   7,387   13,993   

２．為替差損  2,584   －   11,943   

３．雑損失  3,761 15,448 0.5 18 7,405 0.3 4,668 30,605 0.4 

経常利益   425,473 13.2  388,830 12.6  850,341 11.7 

Ⅵ 特別利益           

１．貸倒引当金戻入益  5,557 5,557 0.2 19,099 19,099 0.6 － － － 

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産売却損 ※３ －   －   57   

２．固定資産除却損 ※２ 2,557   1,944   4,107   

３．訴訟和解金  － 2,557 0.1 － 1,944 0.1 5,000 9,165 0.1 

税金等調整前中間
（当期）純利益   428,472 13.3  405,986 13.1  841,176 11.6 

法人税、住民税及
び事業税  170,788   152,695   341,165   

法人税等調整額  936 171,724 5.3 30,905 183,600 5.9 △16,228 324,936 4.5 

中間（当期）純利
益   256,748 8.0  222,386 7.2  516,240 7.1 

           



③【中間連結剰余金計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）        

Ⅰ 資本剰余金期首残高   1,131,520  1,131,520  1,131,520 

Ⅱ 資本剰余金中間期末（期末）残
高   1,131,520  1,131,520  1,131,520 

        

（利益剰余金の部）        

Ⅰ 利益剰余金期首残高   5,272,439  5,656,179  5,272,439 

Ⅱ 利益剰余金増加高        

１．中間（当期）純利益  256,748 256,748 222,386 222,386 516,240 516,240 

Ⅲ 利益剰余金減少高        

１．配当金  120,000  143,981  120,000  

２．取締役賞与  12,500 132,500 12,500 156,481 12,500 132,500 

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）残
高   5,396,687  5,722,084  5,656,179 

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日  
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日  
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日  
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フ
ロー     

税金等調整前中間（当期）純利
益  428,472 405,986 841,176 

減価償却費  99,735 93,049 209,496 

賞与引当金の増加額  8,183 2,405 5,814 

退職給付引当金の増減額（△減
少額）  △4,139 △12,889 10,382 

役員退職慰労引当金の増減額
（△減少額）  11,422 △18,868 19,867 

貸倒引当金の減少額  △7,204 △21,001 △15,607 

受取利息及び受取配当金  △9,412 △5,269 △17,246 

有価証券利息  △891 △1,764 △2,169 

為替差損益（△差益）  2,584 △5,053 11,943 

有形・無形固定資産売却損  － － 57 

有形・無形固定資産除却損  2,557 1,944 4,107 

売上債権の減少額  406,499 554,686 104,571 

たな卸資産の増加額  △214,856 △108,056 △27,658 

その他資産の増加額  △277,084 △208,832 △25,830 

仕入債務の増減額（△減少額）  △60,714 △84,660 6,491 

その他負債の増減額（△減少
額）  22,332 △2,356 14,812 

未払消費税等の減少額  △78,261 △22,557 △66,918 

役員賞与の支払額  △12,500 △12,500 △12,500 

小計  316,726 554,262 1,060,791 

利息及び配当金の受取額  10,593 11,152 19,579 

法人税等の支払額  △274,951 △147,585 △482,108 

営業活動によるキャッシュ・フロ
ー  52,368 417,829 598,261 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フ
ロー     

有形・無形固定資産の取得によ
る支出  △72,244 △71,439 △103,719 

投資有価証券の取得による支出  △60 △60 △120 

投資信託特別分配金  855 － 1,323 

貸付による支出  △1,050,000 △1,650,000 △3,050,000 

貸付金の回収による収入  1,959,950 1,405,100 2,970,200 

投資活動によるキャッシュ・フロ
ー  838,500 △316,399 △182,316 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日  
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日  
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日  
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フ
ロー     

自己株式取得による支出  － － △833 

配当金の支払額  △120,202 △144,265 △120,446 

財務活動によるキャッシュ・フロ
ー  △120,202 △144,265 △121,279 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算
差額  △2,584 5,053 △11,943 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額
（△減少額）  768,081 △37,781 282,723 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  761,420 1,044,143 761,420 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高 

※ 1,529,502 1,006,362 1,044,143 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数 １社 

連結子会社の名称 

㈱カクタス 

(1)連結子会社の数 １社 

連結子会社の名称 

㈱カクタス 

(1)連結子会社の数 １社 

連結子会社の名称 

㈱カクタス 

 (2)主要な非連結子会社の名称等 

㈱サーモ 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社（㈱サーモ）は、

小規模であり、総資産、売上

高、中間純利益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等はいずれも中間連結

財務諸表に重要な影響を及ぼし

ていないためであります。 

(2)主要な非連結子会社の名称等 

㈱サーモ 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社（㈱サーモ）は、

小規模であり、総資産、売上

高、中間純利益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等はいずれも中間連結

財務諸表に重要な影響を及ぼし

ていないためであります。 

(2)主要な非連結子会社の名称等 

㈱サーモ 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社（㈱サーモ）は、

小規模であり、総資産、売上

高、当期純利益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等はいずれも連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないためであります。 

２．持分法の適用に関する事

項 

子会社（㈱サーモ）、関連会社

（㈱テルモ及び㈱サイエンステク

ノロジートレーディング）は、そ

れぞれ中間純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要性が

ないため持分法の適用範囲から除

外しております。 

子会社（㈱サーモ）、関連会社

（㈱テルモ及び㈱サイエンステク

ノロジートレーディング）は、そ

れぞれ中間純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要性が

ないため持分法の適用範囲から除

外しております。 

子会社（㈱サーモ）、関連会社

（㈱テルモ及び㈱サイエンステク

ノロジートレーディング）は、そ

れぞれ当期純利益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要性が

ないため持分法の適用範囲から除

外しております。 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

連結子会社の中間期の末日は、中

間連結決算日と一致しておりま

す。 

同左 連結子会社の事業年度の末日は、

連結決算日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

   

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 

(イ）満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

① 有価証券 

(イ）満期保有目的の債券 

同左 

① 有価証券 

(イ）満期保有目的の債券 

同左 

 (ロ）その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算

定） 

(ロ）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(ロ）その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 ② たな卸資産 

製品・原材料・仕掛品及び貯

蔵品 

移動平均法による原価法 

② たな卸資産 

製品・原材料・仕掛品及び貯

蔵品 

同左 

② たな卸資産 

製品・原材料・仕掛品及び貯

蔵品 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）について

は定額法）を採用しておりま

す。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

① 有形固定資産 

同左 

① 有形固定資産 

同左 

 建物及び構築物 

７～50年 

  

 機械装置及び運搬具 

４～17年 

  

 ② 無形固定資産 

定額法。なお、ソフトウェア

（自社利用）については、社

内における利用可能期間（５

年）による定額法を採用して

おります。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

 ③ 長期前払費用 

定額法 

③ 長期前払費用 

同左 

③ 長期前払費用 

同左 

(3）重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

① 貸倒引当金 

同左 

① 貸倒引当金 

同左 

 ② 賞与引当金 

従業員の賞与の支払に備え

て、賞与支給見込額の当中間

連結会計期間負担額を計上し

ております。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

従業員の賞与の支払に備え

て、賞与支給見込額の当連結

会計年度負担額を計上してお

ります。 

 ③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間連

結会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上

しております。 

③ 退職給付引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上してお

ります。 

 ④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間

期末要支給額を計上しており

ます。 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しておりま

す。 

(4）その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための基本となる

重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

───── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資産

の減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８

月９日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用しております。これによる

損益に与える影響はありません。 

───── 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

2,584,211千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

         2,719,471千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

         2,668,652千円 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な

費目及び金額は、次のとおりでありま

す。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な

費目及び金額は、次のとおりでありま

す。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な

費目及び金額は、次のとおりでありま

す。 

貸倒引当金繰入額 －千円

給料手当 199,197 

賞与引当金繰入額 80,221 

退職給付費用 11,997 

役員退職慰労引当金

繰入額 
11,422 

貸倒引当金繰入額 －千円

給料手当        211,630 

賞与引当金繰入額       87,198 

退職給付費用       9,870 

役員退職慰労引当

金繰入額 
      6,690 

貸倒引当金繰入額       5,904千円

給料手当        400,843 

賞与引当金繰入額       83,552 

退職給付費用       28,627 

役員退職慰労引当

金繰入額 
      19,867 

※２ 固定資産除却損の内訳は、次のとおり

であります。 

※２ 固定資産除却損の内訳は、次のとおり

であります。 

※２ 固定資産除却損の内訳は、次のとおり

であります。 

建物及び構築物 59千円

機械装置及び運搬具 － 

その他 2,498 

計 2,557 

建物及び構築物   100千円

機械装置及び運搬具  423 

その他      1,420 

計      1,944 

建物及び構築物    465千円

機械装置及び運搬具  301 

その他      3,340 

計  4,107 

※３           ───── ※３           ───── ※３ 固定資産売却損の内訳は、次のとおり

であります。 

  その他    57千円

計 57 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 1,529,502千円

現金及び現金同等物 1,529,502千円

現金及び預金勘定    1,006,362千円

現金及び現金同等物    1,006,362千円

現金及び預金勘定    1,044,143千円

現金及び現金同等物    1,044,143千円



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価のない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価のない主な有価証券の内容 

 取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計上
額（千円） 

差額（千円） 

株式 7,731 8,316 585 

債券    

その他 53,589 54,660 1,070 

合計 61,321 62,976 1,655 

 中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 4,500 

 取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計上
額（千円） 

差額（千円） 

株式 7,851 9,040 1,189 

債券    

その他 50,496 57,141 6,644 

合計 58,348 66,181 7,833 

 中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 4,500 



前連結会計年度末（平成17年３月31日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価のない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

 前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成17年４月１

日 至平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

  当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

 取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 7,791 8,284 493 

債券    

その他 50,496 53,817 3,321 

合計 58,288 62,101 3,813 

 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 4,500 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、製品の種類・性質及び販売市場等の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 

当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、製品の種類・性質及び販売市場等の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 

 
化学品事業 
（千円） 

火工品事業 
（千円） 

機器類事業 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 2,433,835 242,459 550,160 3,226,455 － 3,226,455 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ － － － － － 

 計 2,433,835 242,459 550,160 3,226,455 － 3,226,455 

営業費用 2,090,654 235,819 475,861 2,802,335 － 2,802,335 

営業利益 343,181 6,639 74,299 424,120 － 424,120 

事業区分 主要製品 

化学品 

温度管理用示温材 

医療滅菌用資材 

建設資材 

化工材 

火工品 ロケット用火工品 

機器類 

電設器材 

海洋機器 

その他 

 
化学品事業 
（千円） 

火工品事業 
（千円） 

機器類事業 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 2,441,633 268,181 366,015 3,075,830 － 3,075,830 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ － － － － － 

 計 2,441,633 268,181 366,015 3,075,830 － 3,075,830 

営業費用 2,112,048 252,913 332,938 2,697,900 － 2,697,900 

営業利益 329,584 15,268 33,076 377,929 － 377,929 

事業区分 主要製品 

化学品 

温度管理用示温材 

医療滅菌用資材 

建設資材 

化工材 

火工品 ロケット用火工品 

機器類 

電設器材 

海洋機器 

その他 



前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、製品の種類・性質及び販売市場等の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成17年４月１

日 至平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）において、本邦以

外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成17年４月１

日 至平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

 
化学品事業 
（千円） 

火工品事業 
（千円） 

機器類事業 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 5,139,012 772,564 1,358,137 7,269,714 － 7,269,714 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ － － － － － 

 計 5,139,012 772,564 1,358,137 7,269,714 － 7,269,714 

営業費用 4,293,791 808,090 1,318,357 6,420,239 － 6,420,239 

営業利益又は営業損失 845,221 △35,526 39,780 849,475 － 849,475 

事業区分 主要製品 

化学品 

温度管理用示温材 

医療滅菌用資材 

建設資材 

化工材 

火工品 ロケット用火工品 

機器類 

電設器材 

海洋機器 

その他 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額（円） 

1,668.49 

１株当たり純資産額（円） 

1,736.77 

１株当たり純資産額（円） 

1,719.94 

１株当たり中間純利益金額（円） 

53.49 

１株当たり中間純利益金額（円） 

46.33 

１株当たり当期純利益金額（円） 

104.95 

潜在株式調整後１株当たり中間純利益

金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

同左 潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（千円） 256,748 222,386 516,240 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 12,500 

（うち利益処分による取締役賞与金） (－) (－) (12,500) 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（千円） 
256,748 222,386 503,740 

期中平均株式数（株） 4,800,000 4,799,576 4,799,859 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

該当事項はありません。 同左 同左 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  1,414,442   880,234   1,006,902   

２．受取手形  793,543   585,704   620,356   

３．売掛金  1,929,408   1,852,095   2,344,218   

４．たな卸資産  1,600,376   1,513,987   1,425,846   

５．短期貸付金  1,404,000   2,660,200   2,350,000   

６．その他 ※２ 443,508   420,644   224,402   

貸倒引当金  △65,490   △56,495   △73,367   

流動資産合計   7,519,788 81.7  7,856,370 83.6  7,898,358 83.1 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１          

(1）建物  589,712   561,850   576,796   

(2）機械及び装置  291,202   258,071   284,317   

(3）土地  63,280   63,280   63,280   

(4）建設仮勘定  34,971   4,625   3,454   

(5）その他  299,441   289,348   284,907   

計  1,278,607   1,177,177   1,212,755   

２．無形固定資産  23,763   18,423   20,225   

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券  180,276   183,482   179,402   

(2）保証金  54,691   57,428   57,278   

(3）その他  172,278   117,865   152,806   

貸倒引当金  △26,176   △10,293   △12,768   

計  381,069   348,482   376,718   

固定資産合計   1,683,441 18.3  1,544,084 16.4  1,609,699 16.9 

資産合計   9,203,229 100.0  9,400,455 100.0  9,508,057 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金  306,771   279,089   371,105   

２．未払金  57,835   61,720   90,303   

３．未払法人税等  181,060   153,182   150,215   

４．賞与引当金  251,300   247,800   247,470   

５．その他 ※２ 154,603   108,895   126,715   

流動負債合計   951,570 10.3  850,687 9.1  985,809 10.4 

Ⅱ 固定負債           

１．退職給付引当金  121,482   120,200   134,628   

２．役員退職慰労引当
金  87,778   77,355   96,223   

３．その他  16,292   21,771   19,002   

固定負債合計   225,553 2.5  219,326 2.3  249,854 2.6 

負債合計   1,177,123 12.8  1,070,014 11.4  1,235,664 13.0 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   1,478,000 16.1  1,478,000 15.8  1,478,000 15.6 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  1,131,520   1,131,520   1,131,520   

資本剰余金合計   1,131,520 12.3  1,131,520 12.0  1,131,520 11.9 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  80,380   80,380   80,380   

２．任意積立金  4,000,000   4,300,000   4,000,000   

３．中間（当期）未処
分利益  1,333,656   1,336,708   1,581,055   

利益剰余金合計   5,414,036 58.8  5,717,088 60.8  5,661,435 59.5 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   2,549 0.0  4,665 0.0  2,271 0.0 

Ⅴ 自己株式   － －  △833 △0.0  △833 △0.0 

資本合計   8,026,105 87.2  8,330,441 88.6  8,272,393 87.0 

負債・資本合計   9,203,229 100.0  9,400,455 100.0  9,508,057 100.0 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   3,033,508 100.0  2,867,050 100.0  6,851,126 100.0 

Ⅱ 売上原価   2,072,763 68.3  1,941,686 67.7  4,935,157 72.0 

売上総利益   960,745 31.7  925,364 32.3  1,915,969 28.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   554,276 18.3  566,911 19.8  1,099,975 16.1 

営業利益   406,468 13.4  358,453 12.5  815,993 11.9 

Ⅳ 営業外収益 ※１  16,264 0.5  16,122 0.6  30,300 0.5 

Ⅴ 営業外費用 ※２  15,017 0.5  7,405 0.3  24,592 0.4 

経常利益   407,714 13.4  367,169 12.8  821,701 12.0 

Ⅵ 特別利益  ※３  7,989 0.3  19,347 0.7  － － 

Ⅶ 特別損失 ※４  2,557 0.1  1,944 0.1  9,165 0.1 

税引前中間（当
期）純利益   413,146 13.6  384,573 13.4  812,536 11.9 

法人税、住民税及
び事業税  170,223   141,263   339,206   

法人税等調整額  321 170,545 5.6 31,174 172,438 6.0 △16,670 322,536 4.7 

中間（当期）純利
益   242,601 8.0  212,135 7.4  490,000 7.2 

前期繰越利益   1,091,054   1,124,573   1,091,054  

中間（当期）未処
分利益   1,333,656   1,336,708   1,581,055  

           



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2）たな卸資産 

製品・原材料・仕掛品及び貯

蔵品 

移動平均法による原価法 

(2）たな卸資産 

製品・原材料・仕掛品及び貯

蔵品 

同左 

(2）たな卸資産 

製品・原材料・仕掛品及び貯

蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）について

は定額法）を採用しておりま

す。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）について

は定額法）を採用しておりま

す。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

 建物      ７～50年 

機械及び装置  ４～17年 

 建物      ７～50年 

機械及び装置  ４～17年 

工具器具備品  ２～15年 

 (2）無形固定資産 

定額法。なお、ソフトウェア

（自社利用）については、社

内における利用可能期間（５

年）による定額法を採用して

おります。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 (3）長期前払費用 

定額法 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (2）賞与引当金 

従業員の賞与の支払に備え

て、賞与支給見込額の当中間

会計期間負担額を計上してお

ります。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

従業員の賞与の支払に備え

て、賞与支給見込額の当事業

年度の負担額を計上しており

ます。 

 (3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、計上しており

ます。 

 (4）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間

期末要支給額を計上しており

ます。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しておりま

す。 

４．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

───── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これによる損益

に与える影響はありません。 

───── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

2,575,652千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

         2,715,175千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

         2,659,298千円 

※２．消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

※２．消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ、流動資産の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

※２．消費税等の取扱い 

───── 

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

  至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 7,982千円

業務委託手数料 2,024 

受取利息     4,002千円

業務委託手数料      2,036 

為替差益 5,200 

受取利息   15,896千円

業務委託手数料      4,057 

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの 

たな卸資産除却損 9,101千円

為替差損 2,584 

雑損失 3,331 

たな卸資産除却損   7,387千円

雑損失      18 

たな卸資産除却損   9,129千円

為替差損 11,943 

雑損失  3,519 

※３．特別利益のうち主要なもの 

貸倒引当金戻入益 7,989千円

※３．特別利益のうち主要なもの 

貸倒引当金戻入益  19,347千円

※３．    ───── 

※４．特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損 2,557千円

※４．特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損   1,944千円

※４．特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損   4,107千円

訴訟和解金  5,000 

５．減価償却実施額 

有形固定資産 93,221千円

無形固定資産 5,134 

５．減価償却実施額 

有形固定資産  86,126千円

無形固定資産 5,145 

５．減価償却実施額 

有形固定資産 195,925千円

無形固定資産 10,393 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあ

るものはありません。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額（円） 

1,672.11 

１株当たり純資産額（円） 

1,735.73 

１株当たり純資産額（円） 

1,721.03 

１株当たり中間純利益金額（円） 

50.54 

１株当たり中間純利益金額（円） 

44.20 

１株当たり当期純利益金額（円） 

99.48 

潜在株式調整後１株当たり中間純利益

金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

同左 潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（千円） 242,601 212,135 490,000 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 12,500 

（うち利益処分による取締役賞与金） (－) (－) (12,500) 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（千円） 
242,601 212,135 477,500 

期中平均株式数（株） 4,800,000 4,799,576 4,799,859 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

該当事項はありません。 同左 同左 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第25期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月24日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１３日

日 油 技 研 工 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日油技研工業株式会

社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９

月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連

結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、日油技研工業株式会社及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間

（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 眞 砂 由 博 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 石久保 善 之 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１４日

日 油 技 研 工 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日油技研工業株式会

社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連

結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、日油技研工業株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間

（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 北 本 幸 仁 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 石久保 善 之 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１３日

日 油 技 研 工 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日油技研工業株式会

社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第２５期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、日油技

研工業株式会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６

年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 眞 砂 由 博 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 石久保 善 之 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１４日

日 油 技 研 工 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日油技研工業株式会

社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第２６期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、日油技

研工業株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７

年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 北 本 幸 仁 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 石久保 善 之 
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